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2007年2月13日
キヤノン株式会社

第１０回産業構造審議会環境部会地球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会合同会合
第１１回交通政策審議会環境部会　　合同会議
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ライフサイクルでの環境負荷低減ライフサイクルでの環境負荷低減
1

　　
売り上げ高

ライフサイクルCO2排出量
を2000年比2倍以上にする

連結決算に含まれる全製品の「資源採掘」から「廃棄リサイクル」までの
CO2排出量

売上高 ・・・ キヤノングループ連結決算
ライフサイクルCO2排出量 ・・・

原材料　　　 　　　　　キヤノン　　　 　　　　　使用　　　　　 　　　リサイクル原材料　　　 　　　　　キヤノン　　　 　　　　　使用　　　　　 　　　リサイクル

総合指標：ファクターファクター2220102010年ビジョン年ビジョン

キヤノンの環境方針＝「資源生産性の最大化」 限りある資源を最大限に有効活用することで
経済と環境の両立を目指す

サステナビリティ報告書2005より

ライフサイクル

合計合計
600.9600.9

（単位：万ｔ（単位：万ｔ--COCO２）２）

原材料・部品製造原材料・部品製造
　　　　　　　　258.5258.5

事業所活動事業所活動
（開発・生産・ｵﾌｨｽ（開発・生産・ｵﾌｨｽetc.etc.））

85.285.2

物流物流
75.175.1

使用使用
182.1182.1

合計合計
600.9600.9

（単位：万ｔ（単位：万ｔ--COCO２）２）

原材料・部品製造原材料・部品製造
　　　　　　　　258.5258.5

事業所活動事業所活動
（開発・生産・ｵﾌｨｽ（開発・生産・ｵﾌｨｽetc.etc.））

85.285.2

物流物流
75.175.1

使用使用
182.1182.1

12.5％

2005年実績より
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31%
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32%

その他
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取り扱い物量（コンテナ本数）の推移および売上構成比取り扱い物量（コンテナ本数）の推移および売上構成比

40ＦＴコンテナ本数推移

連結売上比率（2006年実績）
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事務局

国内分科会

国内各生産拠点

ＩＮＣ事業所／国内関係会社

海外分科会

海外販社（欧米亜ＨＱ）

海外調達拠点

海外生産拠点

国内輸送検討分科会

調達・生産物流検討分科会

顧客販売物流検討分科会

国際輸送検討分科会

梱包材検討分科会

輸送省エネ法対策分科会

ロジスティクス環境対応ＳＷＧ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ環境専門委員会

地球温暖化防止戦略ＷＧ

ロジスティクス環境推進体制ロジスティクス環境推進体制

ロジスティクス目標
売上高当たりのCO2排出量の削減　

２０％　
（2006年末/2000年基準）

↓
（2008年末/2000年基準ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ）

各国傘下販社

3
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国内のロジスティクス環境対応活動国内のロジスティクス環境対応活動

工場 キヤノン物流センター

キヤノン販売物流センター 顧客

輸出上屋

輸出物流調達物流 工場物流 製品物流

販売物流

・モーダルシフト
・中抜き輸送＜直送＞
・物流センター統廃合

工場

・中抜き輸送＜直送＞
・営業車の低公害車切換

・共同輸送
・荷姿改善

協力会社

包装設計

ＣＹ

・製品包装仕様見直しに
　よる梱包容積の削減

15A

・海上コンテナラウンド利用

4

・積載効率向上
・モーダルシフト
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40ft海上コンテナ

ＢＩＧエコライナー３１
を通運事業者・鉄道業者
と共同で開発

40ft海上コンテナ

エコライナー３１

ＪＲＦ

１２ｆｔｺﾝﾃﾅ（５ｔｺﾝﾃﾅ）

トラック

ＢＩＧエコライナー３１

高さ・幅が足りない

従来

新コンテナ

鉄道コンテナ内寸の国際標準化鉄道コンテナ内寸の国際標準化

ＢＩＧ ＢＩＧ

鉄道への
モーダルシフトの促進

既存の鉄道コンテナ

5

15cm UP

（新・旧コンテナ断面イメージ）

4cm UP

新コンテナ①

エコライナー②

長さ 幅 高さ

924 235 236

924 231 221

①－② 0 4 15

内寸サイズ（cm）

15cm UP15cm UP

（新・旧コンテナ断面イメージ）

4cm UP

新コンテナ①

エコライナー②

長さ 幅 高さ

924 235 236

924 231 221

①－② 0 4 15

内寸サイズ（cm）

通運業者・鉄道事業者と
新コンテナ開発プロジェクト
チーム発足
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合計

製品輸送

工場輸送

調達輸送
（工場間）

キヤノングループの鉄道利用実績推移キヤノングループの鉄道利用実績推移

12ftコンテナ換算

12ftコンテナ
換算本数

約1400本／月の鉄道シフト(2006年)
⇒約5500台／年の大型トラックに相当

2002 20042003 2005 2006

6

船舶も含めたモーダルシフトで
約2800トンのＣＯ2削減(2005年）
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キヤノンＸ工場

取引先A社

取引先B社

取引先C社

取引先D社

取引先単独

ミルクラン

トラック台数
24％削減

トラック
積載改善率

調達部品のミルクラン輸送調達部品のミルクラン輸送

キヤノンＸ工場事例

新方式（ＡＩＲＳＨＥＬＬ新方式（ＡＩＲＳＨＥＬＬ））

製品包装改善製品包装改善

トナーカートリッジ用緩衝包装材トナーカートリッジ用緩衝包装材

ポイント１
包装材を小型化

ポイント2
物流効率up

ポイント3
輸送効率up

（CO2排出量削減）

約30％小さく！

1台のトラックの
積載数が向上

トラックの
使用数を削減

＜従来＞ ＜AIRSHELL＞

“空気”で包みこむ
新技術

ＳＣＭへの取組による在庫削減およびそれに伴う製品物流拠点再配置ＳＣＭへの取組による在庫削減およびそれに伴う製品物流拠点再配置

その他国内環境物流対応事例その他国内環境物流対応事例
7
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第1回目 第2回目 第3回目 第4回目
会社（事業所）数 46（61） 50（67） 50（74） 88（133）

平均点 51.4 59 60.9 55.4
最高点 83.5 99 99 100

輸送事業社との協調　輸送事業社との協調　＜トラック事業者環境経営度調査＞＜トラック事業者環境経営度調査＞

環境保全の仕組み・体制

の整備

エコドライブの実施

低公害車の導入自動車の点検・整備

廃車・廃棄物の排出抑制、

適正処理及びリサイクル

推進

32位⇒4位

環境保全の仕組み・体制

の整備

エコドライブの実施

低公害車の導入自動車の点検・整備

廃車・廃棄物の排出抑制、

適正処理及びリサイクル

推進

今年平均
昨年平均

AA社・今年実績
AA社・昨年実績

平均値比較

環境保全の仕組み・体制

の整備

エコドライブの実施

低公害車の導入自動車の点検・整備

廃車・廃棄物の排出抑制、

適正処理及びリサイクル

推進

32位⇒4位

環境保全の仕組み・体制

の整備

エコドライブの実施

低公害車の導入自動車の点検・整備

廃車・廃棄物の排出抑制、

適正処理及びリサイクル

推進

今年平均
昨年平均
今年平均
昨年平均

AA社・今年実績
AA社・昨年実績
AA社・今年実績
AA社・昨年実績

平均値比較

＜特徴＞

①：第4回目は調査対象に販売会社の輸送業者を新規追加し、調査を実施した。
（対象業者が倍増＜74→133＞。そのため平均点が下降。）

②：第1回目から実施している事業者は徐々に環境に対する関心が高まっている。
　　　　　　　　　　　　取引業者のうち22事業所が「グリーン経営認証」取得
　　　　　　　　　　　　１０社が認証取得を計画中（2006年4月20日時点）

交通エコロジーモビリティー財団

キヤノン 輸送事業者

グリーン経営推進マニュアル
およびチェックリスト

同マニュアル・チェックリストを利用
した輸送事業者環境意識調査

結果分析＆フィードバック

フィードバック情報サンプル（一部）
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国内ＣＯ国内ＣＯ22削減推移削減推移

主な削減施策 ①　モーダルシフトの推進　　②　輸送の効率化（積載効率向上）
③　走行距離の削減　　　　　④　空車走行の削減　　　　⑤　包装の改善等

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
1

1.1

1.2

1.3

1.4

CO2排出量（ﾄﾝ） CO2ﾄﾝ／億円

9

目標　売上高当たりのCO2排出量の削減　２０％

▲20％

目標ライン 実績ライン
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各国環境対策例各国環境対策例
10

コンシューマ商品倉庫移転⇒輸送距離の削減

既存の中部地区倉庫
から30％は西海岸の
商圏へ配送している
現状から30％分を
西海岸で保管

CVN

CHT

CVN

CHT

Drop Shipment⇒輸送距離の削減

CHT・CVET→各国倉庫直送

ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ＆Drop Shipment
米

欧 亜

ATL

LAX
From JAPAN/CHINA NY

DAL

CHI

ATL

LAX
From JAPAN/CHINA NY

DAL

CHI

輸入事務機のダイバージョン⇒倉庫間移動の削減

西海岸に到着
４８時間前に
最終仕向け
倉庫を決定
（ポストポーメント）

MEMLA

70%

MEMLA

70%

ＭＩＤ

従来 2004.6～

Canon Europa.N.V

海上輸送

ﾄﾗｯｸ輸送

鉄道輸送

C. North East

C. Middle East

C. South Africa

C. East Europe

C. South Africa

C. North East

C. Middle East

Hamburg

C. East Europe

Canon Europa.N.V

・東欧・ロシア・中東・南ｱﾌﾘｶ向けは
　ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ/ｷﾔﾉﾝﾖｰﾛｯﾊﾟの　　
　倉庫を経由して出荷

・中東・南ｱﾌﾘｶ向けの直送推進
・ロシア向けはハンブルグ港で荷揚げ後
　倉庫を経由せずフィーダーで、　　　
　東欧向けは鉄道で各々直送推進
・ｷﾔﾉﾝﾖｰﾛｯﾊﾟ倉庫を経由する場合
　イタリア向け、東欧向けは
　鉄道利用拡大推進

C. Italy C. Italy

海上輸送

ﾄﾗｯｸ輸送

鉄道輸送

従来 2004.6～

Canon Europa.N.V

海上輸送

ﾄﾗｯｸ輸送

鉄道輸送

C. North East

C. Middle East

C. South Africa

C. East Europe

C. South Africa

C. North East

C. Middle East

Hamburg

C. East Europe

Canon Europa.N.V

・東欧・ロシア・中東・南ｱﾌﾘｶ向けは
　ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ/ｷﾔﾉﾝﾖｰﾛｯﾊﾟの　　
　倉庫を経由して出荷

・中東・南ｱﾌﾘｶ向けの直送推進
・ロシア向けはハンブルグ港で荷揚げ後
　倉庫を経由せずフィーダーで、　　　
　東欧向けは鉄道で各々直送推進
・ｷﾔﾉﾝﾖｰﾛｯﾊﾟ倉庫を経由する場合
　イタリア向け、東欧向けは
　鉄道利用拡大推進

C. Italy C. Italy

海上輸送

ﾄﾗｯｸ輸送

鉄道輸送

従来 新

2003年よりCO2排出実績の把握　⇒　基準値基準値の作成

販売拠点
生産拠点

販売拠点
生産拠点
調達拠点

販売拠点
生産拠点

販売拠点

約80,000t

約680,000t

域内輸送合計
（日本含む）

2005年実績

国際間輸送

2003年よりCO2排出実績の把握　⇒　基準値基準値の作成

販売拠点
生産拠点

販売拠点
生産拠点
調達拠点

販売拠点
生産拠点

販売拠点

約80,000t

約680,000t

域内輸送合計
（日本含む）

2005年実績

国際間輸送
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活動 成果

コストセーブ

社会的責任の
　　　遂行

･ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ　　
･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

環境とコストの両立を追求
取組み内容は
重なる部分が多い

従来の合理化推進／ＳＣＭ推進

手番短縮手番短縮 在庫削減在庫削減

輸送の効率化輸送の効率化
走行距離の削減走行距離の削減
空車走行の削減空車走行の削減

包装材料の削減・リサイクル包装材料の削減・リサイクル

モーダルシフトの推進モーダルシフトの推進

低公害車・省エネ車の活用低公害車・省エネ車の活用
輸送業者との協調輸送業者との協調

ロジスティクス環境対応と合理化ロジスティクス環境対応と合理化
11
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環境物流施策を展開していく上での要望環境物流施策を展開していく上での要望
12

・航空、港湾行政の在り方
　　　　⇒　地方（空）港とハブ（空）港の役割の明確化

・地方⇔ハブの物流ネットワークの充実
　　　　⇒　地方からハブまでのフィーダー、鉄道網の充実
　　　　　　　ハード面（インフラ）、ソフト面（サービス、コスト）での競争力強化

●意識改革
　　　　　⇒　産業・生活における物流の重要性
　　　　　　　　 環境問題における物流の重要性

●企業の国際競争力を堅持・向上する為の基盤整備
　　　　⇒　コスト競争力の強化による国内産業の活性化を物流面からサポート

一般への更なるアピール

●環境負荷算定、評価指標の充実
　　　　　⇒　環境負荷の算定、企業努力により削減した環境負荷評価の充実
　　　　　　　 　多面的な評価を可能とするための各種数値の早急な整備　　


